
（様式１）

帰還･移住等環境整備事業計画　令和6年度進捗状況（契約状況）報告　総括表

令和7年3月末時点

（千円）

執行
年度

25
26
27
28
29
30
R1
R2
R3
R4
R5
R6

福島市帰還・移住等環境整備交
付金基金残高

福島市帰還・移住等環境整備交
付金基金の利息額

3,613,746

410,264

728,161
997,778 1,182,994
743,404

285,087
93,339

116,766

合　計

（注）
　１　基金を造成しない場合は、「基金残高」「基金の利息額」欄については、記載は不要です。
　２　「契約済額」は、契約に加え、交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっているものの国費相当額を含みます。

107,549

105,784 98,553

交付分 0 0
52,716 50,921

105,461 94,017

＜参考＞

95,028

660,625

4,090,316

福島市

581,150

106,007

113,143

福島市

交付額
(国費)

契約済額
（国費相当額）

469,375

505,940



令和7年3月末時点
（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

基金
／

単年
度

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間流
用（国費）

執行額
（契約額の
国費相当

額）

執行差額
（国費相当

額）
事業の進捗状況

26 18,887 18,874 13
平成26年8月、食品を切り刻まずに測定することができる「非破
壊式放射能測定器」を購入し測定を開始。

27 1,166 1,166 0
平成28年1月、非破壊式放射能測定装置について点検業務を委
託。2月完了。

28 125,522 120,683 4,839
年度を通して、農作物・食品等の放射能測定を実施し、食に対す
る不安を軽減。平成28年9月ゲルマニウム半導体検出器に対する
点検。平成29年3月、非破壊式放射能測定装置に対する点検。

29 88,006 86,069 1,937
年度を通して、農作物・食品等の放射能測定を実施し、食に対す
る不安を軽減。平成29年7月ゲルマニウム半導体検出器に対する
点検。平成30年2月、非破壊式放射能測定装置に対する点検。

30 88,257 79,920 8,337
年度を通して、農作物・食品等の放射能測定を実施し、食に対す
る不安を軽減。ゲルマニウム半導体検出器に対する点検及び非
破壊式放射能測定装置に対する点検。

R1 96,932 94,267 2,665
年度を通して、農作物・食品等の放射能測定を実施し、食に対す
る不安を軽減。ゲルマニウム半導体検出器に対する点検及び非
破壊式放射能測定装置に対する点検。

R2 82,235 80,182 2,053
年度を通して、農作物・食品等の放射能測定を実施し、食に対す
る不安を軽減。ゲルマニウム半導体検出器に対する点検及び非
破壊式放射能測定装置に対する点検。

R3 55,784 54,651 1,133
年度を通して、農作物・食品等の放射能測定を実施し、食に対す
る不安を軽減。ゲルマニウム半導体検出器に対する点検及び非
破壊式放射能測定装置に対する点検。

R4 56,730 56,246 484
年度を通して、農作物・食品等の放射能測定を実施し、食に対す
る不安を軽減。ゲルマニウム半導体検出器に対する点検及び非
破壊式放射能測定装置に対する点検。

R5 66,373 65,845 528
年度を通して、農作物・食品等の放射能測定を実施し、食に対す
る不安を軽減。ゲルマニウム半導体検出器に対する点検及び非
破壊式放射能測定装置に対する点検。

R6 58,052 57,074 978
年度を通して、農作物・食品等の放射能測定を実施し、食に対す
る不安を軽減。ゲルマニウム半導体検出器に対する点検及び非
破壊式放射能測定装置に対する点検。

累計 737,944 0 714,982 22,962

26 12,600 10,912 1,688
平成27年3月、市内全域の放射線量を手測りや走行サーベイに
よる測定を行い、放射線量マップを作成。

27 11,439 10,619 820
平成28年3月、市内全域の放射線量を手測りや走行サーベイによ
る測定を行い、放射線量マップを作成。

累計 24,039 0 21,531 2,508

26 19,656 19,631 25
平成26年12月と平成27年3月、仮置場等の敷地内又はその周
辺地に、継続的に空間線量率が測定可能なモニタリングポスト
を設置。

27 1,748 982 766
平成28年3月、モニタリングポスト13台に対する定期保守。

28 7,883 7,787 96
平成28年10月、仮置場等の周辺地に継続的に空間線量が測定
可能なモニタリングポスト4台を設置。平成29年3月、モニタリング
ポスト13台に対する定期保守。

29 20,690 20,403 287
平成29年10月、仮置場等の周辺地に継続的に空間線量が測定
可能なモニタリングポスト11台を設置。平成30年3月、モニタリング
ポスト17台に対する定期保守。

30 5,488 5,439 49
平成30年10月、仮置場等の周辺地に継続的に空間線量が測定
可能なモニタリングポスト2台を設置。平成30年3月、モニタリング
ポスト18台に対する定期保守。

R1 8,573 7,343 1,230
令和元年10月、仮置場等の周辺地に継続的に空間線量が測定
可能なモニタリングポスト3台を設置。令和2年3月、モニタリングポ
スト29台に対する定期保守。

R2 5,343 4,561 782
令和2年11月、モニタリングポスト3台撤去、令和3年3月、モニタリ
ングポスト24台に対する定期保守。

R3 3,927 3,720 207
令和3年9月、モニタリングポスト1台撤去、令和4年3月、モニタリン
グポスト23台に対する定期保守。

R4 3,630 3,376 254
令和5年3月、モニタリングポスト4台撤去、令和5年2～3月、モニタ
リングポスト17台に対する定期保守。

R5 6,351 5,314 1,037
令和6年3月、モニタリングポスト15台撤去、令和6年2～3月、モニ
タリングポスト6台に対する定期保守。

R6 2,056 1,636 420
令和7年3月、モニタリングポスト6台撤去、令和7年2～3月、焼却
灰等を一時保管中の金沢第二埋立処分場及び金沢埋立処分地
に設定している、モニタリングシステムのメンテナンス及び校正を

累計 85,345 0 80,198 5,147

28 56,475 53,532 2,943
年度を通して、市内全域の空間放射線量の定期的な測定・公表、
放射線量マップを作成し、放射線に対する不安を軽減。

29 48,492 46,377 2,115
年度を通して、市内全域の空間放射線量の定期的な測定・公表、
放射線量マップを作成し、放射線に対する不安を軽減。

30 48,883 47,951 932
年度を通して、市内全域の空間放射線量の定期的な測定・公表、
放射線量マップを作成し、放射線に対する不安を軽減。

R1 50,892 42,424 8,468
年度を通して、市内全域の空間放射線量の定期的な測定・公表、
放射線量マップを作成し、放射線に対する不安を軽減。

R2 50,973 -15 37,431 13,527

年度を通して、市内全域の空間放射線量の定期的な測定・公表、
放射線量マップを作成し、放射線に対する不安を軽減。

R3 45,186 32,368 12,818
年度を通して、市内全域の空間放射線量の定期的な測定・公表、
放射線量マップを作成し、放射線に対する不安を軽減。

R4 42,440 31,765 10,675
年度を通して、市内全域の空間放射線量の定期的な測定・公表、
放射線量マップを作成し、放射線に対する不安を軽減。

R5 41,229 -123 31,913 9,193

年度を通して、市内全域の空間放射線量の定期的な測定・公表、
放射線量マップを作成し、放射線に対する不安を軽減。

R6 42,210 -378 36,000 5,832
年度を通して、市内全域の空間放射線量の定期的な測定・公表、
放射線量マップを作成し、放射線に対する不安を軽減。

累計 426,780 -516 359,764 66,500

26 1,573 1,504 69
年度を通して、放射能・放射線と健康にかかる相談員を配置
し、健康不安を軽減。

27 2,573 2,537 36
年度を通して、放射能・放射線と健康にかかる相談員を配置し、
健康不安を軽減。

28 2,573 2,564 9
年度を通して、放射能・放射線と健康にかかる相談員を配置し、
健康不安を軽減。

29 2,573 2,540 33
年度を通して、放射能・放射線と健康にかかる相談員を配置し、
健康不安を軽減。

30 2,629 2,577 52
年度を通して、放射能・放射線と健康にかかる相談員を配置し、
健康不安を軽減。

R1 2,621 2,633 -12
年度を通して、放射能・放射線と健康にかかる相談員を配置し、
健康不安を軽減。

R2 2,592 15 2,606 1

年度を通して、放射能・放射線と健康にかかる相談員を配置し、
健康不安を軽減。

R3 2,652 2,600 52
年度を通して、放射能・放射線と健康にかかる相談員を配置し、
健康不安を軽減。

R4 2,661 2,630 31
年度を通して、放射能・放射線と健康にかかる相談員を配置し、
健康不安を軽減。

R5 2,813 123 2,935 1

年度を通して、放射能・放射線と健康にかかる相談員を配置し、
健康不安を軽減。

R6 3,466 378 3,843 1
年度を通して、放射能・放射線と健康にかかる相談員を配置し、
健康不安を軽減。

累計 28,726 516 28,974 268

25 0 0 0 0

1
26 0 0 0 0

2
27 0 0 0 0

3
28 0 0 0 0

4
29 0 0 0 0

5
30 0 0 0 0

6
R1 0 0 0 0

7
R2 0 0 0 0

R3 0 0 0 0

R4 0 0 0 0

R5 0 0 0 0

R6 0 0 0 0

0 0 0

25 0 0 0 0

26 52,716 0 50,921 1,795

27 16,926 0 15,304 1,622

28 192,453 0 184,566 7,887

29 159,761 0 155,389 4,372

30 145,257 0 135,887 9,370

R1 159,018 0 146,667 12,351

R2 141,143 0 124,780 16,363

R3 107,549 0 93,339 14,210

R4 105,461 0 94,017 11,444

R5 116,766 0 106,007 10,759

R6 105,784 0 98,553 7,231

1,302,834 0 1,205,430 97,404

1,302,834 0 1,205,430 97,404

（様式２）

福島市 帰還･移住等環境整備事業計画　　令和6年度進捗状況報告

省庁名 内閣府

事業番号
全体
事業
期間

2 (3) － 23 －

～ R6

～ 27

1 福島市 直接 継続 737,944 261 － 農作物・食品放射能測定事業 福島市 市(3) － 23 － 単年度

福島市 直接 継続 426,264 284 － 環境放射線量測定事業 福島市 市 単年度

福島市 直接 完了 24,039 262 － 放射線量マップ作成事業

261 －

福島市 市 単年度

福島市 直接 継続 85,345 26

放射線相談員配置事業 福島市 市

3 (3) － 23 －

～ R64 (3) － 23 －

3 ～ R6福島市 市 単年度－
福島市仮置場等モニタリングポスト設置
事業

5 単年度

県・市町村交付分　合計

県交付分　計

（注）

「基金/単年度」欄には、基金、単年度のいずれかを記入してください。

「交付額（国費）」欄には、既に交付された国費を帰還環境整備事業計画の年度別に記入してください。

「執行額（契約額の国費相当額）」欄には、基金の取崩額ではなく、契約額の国費相当額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて
算出した値で構いません。

(3) － 24 － ～ R6福島市 直接 継続 29,242

「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」「全体事業費」「全体事業期間」欄には、帰還環境整備事業計画の記載に
合わせて記入してください。

「継続/完了」欄には、継続、完了、廃止のいずれかを記入してください。

執行差額（国費相当額）欄は、自動計算（交付額（国費）＋事業間流用額（国費）－執行額（契約額の国費相当額））されます。

「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、年度を区別して記載する必要はありません。

市町村交付分　計

うち県
交付分

各年度
別合計

うち市町
村

交付分

各年度
別合計



令和7年3月末時点 ⇒公表対象外
（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

基金
／

単年
度

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間流
用（国費）

執行額
（契約額の
国費相当

額）

執行差額
（国費相当

額）
事業の進捗状況 備考

27 96,217 79,724 16,493
平成27年9月にため池放射性物質対策事業の基礎調査を発注。
平成28年2月、完了。一方、詳細調査に係る事業費は平成28年度
に繰り越し進めている。

28 388,697 284,809 103,888
平成27年度から繰り越した詳細調査は平成28年11月に完了。平
成28年度分として平成28年7月及び10月にため池放射性物質対
策事業の詳細調査及び実施設計を発注し、平成29年度に完了。

累計 484,914 0 364,533 120,381

29 583,643 572,772 10,871
平成29年11月～平成30年2月、市内32箇所の対策工及び発注者
支援業務を発注。

30 852,521 1,047,107 -194,586
平成30年11月～平成31年2月、市内24箇所の対策工及び発注者
支援業務を発注。

R1 501,607 263,597 238,010
令和元年11月～令和2年2月、市内10箇所の対策工及び発注者
支援業務を発注。

R2 364,797 160,307 204,490
令和2年11月～令和3年2月、市内9箇所の対策工及び発注者支
援業務を発注。

執行差額258,783千円＋利子16千円＝258,799千円については国
庫返還済

累計 2,302,568 0 2,043,783 258,785

R6 0

累計 0 0 0

R6 0

累計 0 0 0

25 0 0 0 0

1
26 0 0 0 0

2
27 0 0 0 0

3
28 0 0 0 0

4
29 0 0 0 0

5
30 0 0 0 0

6
R1 0 0 0 0

7
R2 0 0 0 0

R3 0 0 0 0

R4 0 0 0 0

R5 0 0 0 0

R6 0 0 0 0

0 0 0

25 0 0 0 0

26 0 0 0 0

27 96,217 0 79,724 16,493

28 388,697 0 284,809 103,888

29 583,643 0 572,772 10,871

30 852,521 0 1,047,107 -194,586

R1 501,607 0 263,597 238,010

R2 364,797 0 160,307 204,490

R3 0 0 0 0

R4 0 0 0 0

R5 0 0 0 0

R6 0 0 0 0

2,787,482 0 2,408,316 379,166

2,787,482 0 2,408,316 379,166

「基金/単年度」欄には、基金、単年度のいずれかを記入してください。

「交付額（国費）」欄には、既に交付された国費を帰還環境整備事業計画の年度別に記入してください。

「執行額（契約額の国費相当額）」欄には、基金の取崩額ではなく、契約額の国費相当額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗
じて算出した値で構いません。

－ － －

（様式２）

福島市 帰還･移住等環境整備事業計画　　令和6年度進捗状況報告

省庁名 農林水産省

事業番号
全体
事業
期間

～ 281 －
農山村地域復興基盤総合整備事業（農業
水利施設等保全再生事業）福島市地区

福島市 市6 福島市 直接 完了(5) － 40 単年度

基金

－ ～

～

484,914 27

293,054,264

－

農山村地域復興基盤総合整備事業（農業
水利施設等保全再生事業）福島市地区
（基金型）

福島市 市

－

福島市 直接2 －

－

完了7 (5) － 40 －

県・市町村交付分　合計

県交付分　計

市町村交付分　計

うち県
交付分

各年度
別合計

うち市町
村

交付分

各年度
別合計

～

R2

「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」「全体事業費」「全体事業期間」欄には、帰還環境整備事業計画の記
載に合わせて記入してください。

「継続/完了」欄には、継続、完了、廃止のいずれかを記入してください。

執行差額（国費相当額）欄は、自動計算（交付額（国費）＋事業間流用額（国費）－執行額（契約額の国費相当額））されます。

「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、年度を区別して記載する必要はありません。

（注）


